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平成21年度の事業報告



『共生・協働のまちづくり』
★男女共同参画社会推進

★いちき串木野出会いサポート

★地区公民館等備品整備（電源交付金）

★市政報告会

★行政改革推進事業

↑「メディア・リテラシー」授業 （市来中）

↑吹上浜荘（市婦人会）124人参加



★ＡＥＤ設置（石油交付金）

『元気で安心できるまちづくり』
★学校図書室空調整備（電源交付金）

小学校：５校
市来・照島
生福・冠岳
川上

中学校：５校
市来・串木野
串木野西
羽島・生冠

★消防車両整備事業（石油交付金）
（旭分団）
消防ポンプ
自動車

★定住促進対策補助事業
（小城・芹ケ野・ｳｯﾄﾞﾀｳﾝ10件）

★Ｂ＆Ｇ艇庫改修（電源交付金）

★Ｂ＆Ｇプール改修（電源交付金）

設置：29台
市来地域公民館
中央公民館
各地区公民館等
多目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
市来体育館等



『活力ある産業のまちづくり』
★地場産小麦消費拡大奨励補助

★食のまちづくり

★合宿誘致促進★総合観光推進事業

★プレミアム付き商品券発行

←食のマップ
↓特産品モニュメント
(さのさ館・季楽館)

↓ブランドロゴマーク
（いちき串木野商工会議所作成）

↑総合観光案内所オープン ↑福岡大学アメフト部

荒川産小麦の揚麺
学校給食に
（荒川小学校）



『快適な環境のまちづくり』

松比良線
払山線
市来港線
別府上名線
久木野線
土佐平江線
京町・元町線

など

★串木野駅前広場整備 ★新駅駅前広場整備

★住宅建設（ウッドタウン）

★麓土地区画整理事業

★市道整備事業



平成22年度予算



２１年度当初予算額124億7,000万円に対し、
5億7千2百万円 4.6％の増

一般会計当初予算
１３０億４,２００万円

① 総合計画と行政改革推進計画を踏まえ
② 歳入確保に努めながら、歳出削減
③ ｢最少の経費で最大の効果｣の理念
④ 景気対策に配慮
⑤ 健康・福祉、環境、安心安全を重点項目

とした積極予算



主な事業 （単位：千円）

雇用促進住宅2棟80戸及び敷地を
購入して市営住宅を提供

52,500子育て団地等整備事業

住民主体の共生協働の仕組みづくり
のための制度内容の検討

494共生協働推進事業

平成22年10月 市制施行5周年4,043市制施行５周年記念式典

事 業 概 要事業費事 業 名



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

中学校修了までの児童を対象に
月額13,000円を支給
（対象児童数 延34,798人）

272,479子ども手当給付事業

4月診療分から、すべての就学前児
童の保険適用医療費を全額助成

42,255
(18,022)

乳幼児医療費助成事業
（拡充分）

出生祝金
(第1子2万、第2子3万、
第3子以降10万）
誕生日祝金（1～5歳誕生日に1万）
入学祝金 （5万）

11,860未来の宝子育て支援事業



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

地域社会全体で学校の安全確保に
取り組む体制を整備

583地域ぐるみの学校安全体
制整備事業

公共施設の多目的トイレなどにおむ
つ替えシートを設置（10箇所）

3,000地域子育て創生事業

住宅防火推進員による火災警報器
の設置推進や高齢者世帯への防火
訪問

6,421住宅防火対策推進事業



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

屋内運動場の耐震補強及び大規模
改造

36,180川上小学校屋内運動場耐
震補強等事業

渡欧した歴史の地に歴史資料館を
整備するための基本設計

4,700薩摩藩等留学生歴史資料
館建設基本設計

下名、上名、大里などを分かりやす
い住居表示にするための整理

1,514町名等整理事業



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

川南地区ほ場整備事業の早期実施
に向けた地区活性化計画や換地基
準を作成するなどの取組み

7,700経営体育成基盤整備事業
（川南地区ほ場整備関係）

未・低利用漁獲物の付加価値の向
上のための商品開発への補助

3,195水産物商品開発促進事業

・まぐろ漁船母港基地化奨励補助金
・漁業後継者協議会補助金
・串木野まぐろフェスティバル運営補
助金
・まぐろ漁業母港基地化推進協議会

18,300まぐろ漁船母港基地化推
進及びまぐろ漁業振興対
策補助事業



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

面的整備及び幹線道路の整備によ
る住環境の整備

514,129麓土地区画整理事業

商工会議所等が行うプレミアム付き
商品券発行事業への補助

5,000プレミアム付き商品券発
行事業補助

舟川地区から日置市野下地区まで
の延長約4.5㎞（H22～H28）

17,000林道舟川野下線開設事業



（単位：千円）

事 業 概 要事業費事 業 名

地上デジタルテレビ難視聴となる
１０地区のテレビ共同受信施設の
新設工事に対する補助

50,409辺地共聴施設新設整備事業

新駅を活かした土地利用、社会基
盤の整備などの都市機能を充実
するためのまちづくり計画策定

5,000新駅周辺地域まちづくり計
画策定事業

いきいきバスの運行不可能地域に
居住する住民の利便性確保のた
めの地域交通の調査研究

2,052地域公共交通整備調査事業



対前年増減額 増減（％）

２３２．３億円 ー ー

２０４．７億円 ▲１２．６億円 ▲ 6.0

１９７．９億円 ▲ ６．８億円 ▲ 3.3

１９１．８億円 ▲ ６．１億円 ▲ 3.1

21年度

22年度

年度末残高（見込）

20年度

年度

17年度

主な基金残高（H22当初）

市債残高（H22当初）

17年度末 20年度末 21年度末 22年度末

残 高 残 高 残高見込 残高見込

財政調整基金 ９．６億円 １０．３億円 １１．５億円 １０．９億円

市債管理基金 ５．８億円 ４．３億円 ４．３億円 ３．９億円

計 １５．４億円 １４．６億円 １５．８億円 １４．８億円

基 金 名

対17年度 △４０．５億円



行政改革



基本方針

コンパクトで
スリムな
行政運営の推進

市民・
民間事業者との
適切な役割分担による
協働の推進

持続可能な
財政基盤の確立
と

市民サービスの向上

着実な推進



コンパクトでスリムな行政運営の推進

� 定員管理

� 組織機構の見直し

� 市長等特別職及び職員の給料・手当削減

△ ４０人△ ４４人ー増 減

３６７人３６３人４０７人職員数

23年4月目標22年4月18年4月

△ ９課△ ８課ー増 減

２９課３０課３８課課 数

23年4月目標22年4月18年4月



持続可能な財政基盤の確立と市民サービスの向上

� 経費の節減合理化等財政の健全化
○財政シミュレーション（平成18年時試算）

○財政健全化計画

○現状

� 事務事業の見直し
事務事業評価の導入（192事業、Ｈ21は56事業）

� 市民サービスの向上
市民アンケート調査、総合窓口開設など

（単位：億円）

０．０

△７．３

Ｈ２０

０．００．０４．５１０．５基 金 残 高

△１１．３△１０．０△６．００．０財源不足額

Ｈ２２Ｈ２１Ｈ１９Ｈ１８

１４．６ １４．８１５．８１３．０１５．７基 金 残 高

７．２ １．０４．３８．８１０．５基 金 残 高

※Ｈ21、22は見込



市民・民間事業者との適切な役割分担による協働の推進

� 民間委託の推進

○公の施設の管理方針（計画）

１３１合 計

卸売市場、住宅、浄水場等３８直 営

市来学校給食センター１廃 止

保育所、居宅介護サービスステーション４民 間 譲 渡

都市公園、文化施設、運動施設等８８指定管理者

主な施設施設数

平成２２年４月１日現在で８６施設（98％）に導入
指定管理者制度

民間譲渡

平成２２年４月１日現在で２施設（50％）を譲渡



年度 目標額 効果額 達成率

18 年度 ０．６億円 ２．１億円 352.6%

19 年 度 ４．３億円 ４．３億円 101.1%

20 年 度 ５．７億円 ５．４億円 94.7%

合 計 １０．６億円１１．８億円 111.8%

これまでの成果

今後の方向性

目標を上回る効果をあげているが・・・

⇒ 交付税の特例の終了交付税の特例の終了、少子高齢化の進行少子高齢化の進行、、

国の財政危機による交付税・交付金減少の恐れ国の財政危機による交付税・交付金減少の恐れなど

「第二次行政改革大綱（Ｈ23～27）」策定（Ｈ22）

職員数の削減等 事務事業の見直し 市民との協働

さらなる推進が必要



川内原子力発電所
３号機増設計画
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（九電目標３１年度）

（九電目標２５年度）

（平成22年５月18日）



市来保育所の
民間移管について



いちき串木野市行政改革大綱

公の施設に関する管理方針（平成18年11月）

○指定管理者制度導入による民間活用の推進

○合併による重複する公の施設の有効な活用

○民間と競合する施設の民営化の検討

３つの公立保育所（照島・市来・生福）を民間移管

保育ニーズの増加と多様化 厳しい運営状況

・迅速かつ効率的な対応

・民間保育所の柔軟性や

効率性の活用

市の公立保育所運営

・年約３，６００万円の赤字

・国の交付税も減少

民間移管を進める背景



平成２１年４月 照島保育所を民間移管

平成２３年４月 市来保育所を民間移管

保育内容

期間中の子どもの動揺

総 合 的 評 価

「良かった」「変わらない」「少し良い」の

肯定的回答が９２パーセント



保護者
意見の
反映

保育の質
の
確保・向上

十分な
情報
提供

児童への
配慮

保護者との
信頼関係

子どもの
最善の利益

基本的な考え方
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